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習志野市旧庁舎跡地活用事業 

基本協定書（案） 
 

習志野市（以下「甲」という。）が実施する習志野市旧庁舎跡地活用事業（以

下「本事業」という。）に関し、甲と、事業予定者となった○○○○○（以下「乙」

という。）[法人グループの場合、別紙１に記載する代表企業、構成員、協力会社

により構成される応募グループ（以下「応募グループ」という。）]との間で、以

下のとおり合意した。よって、甲と乙[法人グループの場合、応募グループの代

表企業である○○○○○（以下「乙」という。）]との間で、習志野市旧庁舎跡地

活用事業基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

なお、特に明示のない限り、本協定において用いられる用語の定義は、本事業

に係る募集要項、添付資料等（以下「募集要項等」という。）に定めるとおりと

する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、本事業に関し乙が事業予定者として決定されたことを確認

し、甲と乙との間で本事業の実施に係る双方の権利、義務等について必要な事

項を定めるものとする。 

 

（事業提案書） 

第２条 乙は、募集要項等に基づき提出した事業提案書（以下「事業提案書」と

いう。）に基づいて本事業を実施するものとし、別に締結する事業用定期借地

権設定契約（以下「本借地契約」という。）に基づき甲が乙に対し事業用定期

借地権を設定した土地（以下「本土地」という。）に、専ら本事業を実施する

建物（以下、「本建物」という。）を建設・所有し、本建物の一部を別に締結す

る定期建物賃貸借契約（以下「本建物賃貸借契約」という。）に基づき甲に貸

し付ける。 

２ 乙は、事業提案書を変更しようとするときは、あらかじめ書面により甲と協

議し、甲の承諾を得なければならない。 

３ 甲は、必要があると認める場合、乙に対して事業提案書の変更を要求するこ

とができるものとする。乙は当該変更要求を受けた場合は、速やかにその内容

を検討し、甲に対し検討結果を通知しなければならない。乙は甲からの変更要

求の内容に疑義がある場合には、甲に対して協議を申し入れることができる

ものとする。 
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（甲及び乙の義務） 

第３条 甲及び乙は、本借地契約及び本建物賃貸借契約（以下「各契約」という。）

の締結に向けて、それぞれ誠実に対応するものとする。 

２ 乙は、本事業の遂行、各契約の締結のための協議において、募集要項等を遵

守するものとする。 

３ 甲及び乙は、各契約締結後も、本事業の遂行のために協力するものとする。 

 

（代表企業） 

第４条 甲は、乙とのみ各契約を行う。ただし、甲が認めた場合で、応募グルー

プの構成員が、甲と各契約を締結する場合を除く。 

２ 乙は、本協定締結に際し、応募グループの構成員からあらかじめ同意書（別

記様式）を得るものとする。 

３ 乙は、応募グループの構成員及び協力会社（以下「各構成員等」という。）

を適切に指導、調整し本事業の遂行に努めるものとする。 

４ 乙は、各構成員等の行う行為に連帯して責任を負うものとする。 

５ 甲は、本協定に係る通知、連絡については、乙にのみ通知、連絡することで

足り、これを持って各構成員等全てに通知、連絡を行ったものとみなす。 

 

（本協定の有効期間） 

第５条 本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期とし、各契約の履行

が全て終了した日を終期とする。ただし、本協定の有効期間の終了にかかわら

ず、第８条、第２８条及び第３２条の規定の効力は存続するものとする。 

２ 各契約が締結に至らなかった場合には、その締結不調が確定した日をもっ

て本協定は終了するものとする。ただし、この場合においても、第８条、第２

８条及び第３２条の規定の効力は存続するものとする。 

 

（乙の契約上の地位） 

第６条 甲の事前の承諾がある場合を除き、乙は、本協定の契約上の地位及び権

利義務を譲渡、担保提供、その他の方法により処分できないものする。 

 

（事業の実施） 

第７条 本事業の骨子は、乙が本土地上に本建物を建設・所有し、維持管理等の

業務を行い、甲が本建物のうち第２条第１項の規定により賃借した部分（以下

「公共機能部分」という。）を運営することとする。 

２ 乙は、本協定締結後速やかに、本事業の実施体制、スケジュール、計画図面、

収支計画等の内容を含んだ事業計画書を作成し、甲の承諾を得るものとする。 

３ 乙は、本事業に係る全ての管理責任を負うものとし、事業計画書に定める事
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業内容を、自己の責任において各構成員等に実施させ、又は自ら実施しなけれ

ばならない。 

４ 乙は、定期的に、又は甲が求める場合は、本事業の実施の状況に関し甲に報

告するものとする。 

 

（設計図書の著作権等） 

第８条 事業提案書及び本建物の設計図書の著作権は、乙に帰属する。ただし、

甲は、公表、展示、その他本事業に関し必要と認める用途に用いる場合は、当

該事業提案書及び本建物の設計図書の一部又は全部を将来にわたって無償で

使用できるものとする。 

２ 乙の提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本

国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、

工事材料、施工方法等を使用した結果生じる責任は、乙が負うものとする。 

 

（事業用定期借地権設定契約の締結） 

第９条 甲及び乙は、本協定締結後、習志野市議会の議決を得た場合は、募集要

項等において甲が提示した条件及び事業提案書の内容に基づき、本借地契約

を締結するものとする。 

２ 第４条第１項ただし書きの規定により応募グループの構成員が、甲と本借

地契約を締結する場合において、当該構成員の責めに帰すべき事由により当

該契約が解除されたときは、乙は、当該構成員の代替者を応募グループの構成

員のうちから確保するよう努めるものとする。 

 

（定期建物賃貸借契約の締結） 

第１０条 甲及び乙は、募集要項等において市が提示した条件及び事業提案書

の内容に基づき、本建物賃貸借契約を締結するものとする。 

２ 甲は、必要があると認める場合は、乙に対し、公共機能部分の設計変更を要

求することができるものとする。乙は、当該変更要求を受けたときは速やかに

その内容を検討し、甲に対し検討結果を通知しなければならないものとし、当

該変更要求の内容に疑義があるときは甲に対して協議を申し入れることがで

きるものとする。 

３ 乙は、前項の規定による甲からの設計変更を受けた場合において、本建物賃

貸借契約に基づく公共機能部分の賃借料（以下「本賃借料」という。）を変更

する必要が生じたときは、甲に対し賃借料に係る協議を申し入れることがで

きる。 
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（乙の義務） 

第１１条 乙は、本建物の建設工事の着工の日までに、その責任と費用負担にお

いて、本事業について必要な全ての手続（許認可の取得、申請及び届出の手続

を含む。）を完了しなければならない。 

２ 乙は、本協定締結日以降、本建物の設計、仕様、予定テナントその他の変更

をしようとするときは、事前に甲の承諾を得るものとする。 

 

（引渡しと遅延） 

第１２条 乙は、甲に対し、令和○（○○○○）年○月○日までに公共機能部分

の引渡しを完了するものとする。 

２ 乙は、不可抗力その他真にやむを得ない理由により、前項に規定する日（以

下「引渡日」という。）までに公共機能部分の引渡しができない場合は、事前

にその理由を付した書面をもって甲の承諾を得なければならない。 

３ 乙が自らの責めに帰すべき理由により、引渡日までに引渡しができない場

合、乙は、甲に対し、当該引渡日の翌日から実際に引渡しが完了した日までの

日数に応じ、本賃借料の総額につき、年３％の割合で計算した金額を遅延損害

金として支払わなければならない。この場合において、甲は、当該遅延損害金

を超える損害があるときは、その損害額を乙に請求することができる。 

 

（損害賠償等） 

第１３条 乙は、公共機能部分の契約不適合・不具合等（本建物賃貸借契約に基

づく引渡日までに甲に開示され、甲が承諾したものを除く。）を原因として甲

に生じた損害及び費用について、これを賠償する責任を負うものとする。 

 

（費用負担） 

第１４条 本事業に要する費用の負担は、次のとおりとし、本建物の公共機能部

分及び共用施設部分（本建物のうち、甲及び乙が共用する部分をいう。以下同

じ。）以外の部分（以下「民間施設部分」という。）に要する費用については、

乙が負担する。 

費用 負担 

（１）本借地契約に基づく本土地の借地料（以下「本借地料」という。）

及び保証金（以下「保証金」という。） 

乙 

（２）本建物の所有に係る公租公課 

（３）本建物に係る保険料（建設工事保険、第三者賠償責任保険、火

災保険、施設賠償責任保険等） 

（４）本建物に係る資金調達の支払利息等 

（５）本建物に係る公正証書作成費用、登記費用等 
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費用 負担 

（６）共用施設

部 分 に 要

する費用 

ア 初期投資費（設計費、建設費、工事監理費、各

種申請費等（内装・設備工事に係るものを含

む。）をいう。） 

乙 

イ 維持管理費（定期保守点検、環境衛生、清掃、

警備、修繕等に要する費用をいう。以下同じ。） 

ウ 運営費、光熱水費等 

エ 什器・備品費（調達・設置費、保守管理費を含

む。以下同じ。） 

オ 除却費用 

（７）公共機能

部 分 に 要

する費用 

ア 本建物賃貸借契約に基づく賃借料 

甲 
イ 維持管理費 

ウ 運営費、光熱水費等 

エ 什器・備品費 

オ 除却費用 乙 

２ 甲の共用施設部分の利用等に伴う費用は、本建物賃貸借契約に基づく賃借

料に含むものとし、乙は、甲に対し当該費用について一切の請求をしない。 

 

（独占禁止法に関する本協定の解除及び賠償額の予定） 

第１５条 甲は、乙又は応募グループの構成員のいずれかが、本事業に関し、次

の各号のいずれかに該当した場合、本協定を解除し、及び各契約の締結をしな

いことができる。 

（１） 乙又は応募グループの構成員のいずれかが、本事業に関して、私的独占

の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下

「独占禁止法」という。）第８章第２節に規定する手続きに従って、同法第

７条、第８条の２、第１７条の２、又は第２０条のいずれかの排除措置命令

（以下「排除命令」ちう。）を受け、当該排除命令が確定したとき。 

（２） 乙又は応募グループの構成員のいずれかが、本事業に関して、独占禁止

法第８章第２節に規定する手続きに従って、同法第７条の２、第７条の９、

第８条の３、又は第２０条の２から第２０条の６までのいずれかの課徴金

納付命令（以下「納付命令」という。）を受け、当該納付命令が確定したと

き（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り

消された場合を含む。）。 

（３） 前２号のほか、措置命令又は納付命令（これらの命令が乙又は応募グル

ープの構成員のいずれかに対して行われたときは、これらに対する命令全

てが確定した場合における当該命令をいう。次号において同じ。）において、

本事業に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為
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の実行としての事業活動があったとされたとき。 

（４） 措置命令又は納付命令により、乙又は応募グループの構成員のいずれか

に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとさ

れた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合に

おいて、本事業が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引

委員会が乙又は応募グループの構成員のいずれかに対し納付命令を行い、

これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である

当該違反する行為の実行期間を除く。）に本事業の事業予定者の選定（事業

提案書の提出を含む。）が行われ、かつ、当該取引分野に該当するものであ

るとき。 

（５） 乙又は応募グループの構成員のいずれか（法人の場合にあっては、その

役員又は使用人を含む。次号において同じ。）の独占禁止法第８９条第１項

又は第９５条第１項第１号若しくは第２項第１号の規定による刑が確定し

たとき。 

（６） 乙又は応募グループの構成員のいずれかが刑法（明治４０年法律第４５

号。以下「刑法」という。）第９６条の６又は第１９８条の規定による刑が

確定したとき。 

２ 乙又は応募グループの構成員のいずれかが、本事業に関し、前項の各号のい

ずれかに該当した場合、乙は、甲の請求に基づき、違約金として、本借地料の

４８か月分に相当する金額を、甲の指定する期間内に甲に支払わなければな

らない。この場合において、当該違約金は、損害賠償の予定又はその一部とし

ない。 

 

（各契約が締結できない場合の処理） 

第１６条 甲及び乙のいずれの責にも帰さない事由により、甲と乙の間で各契

約の締結にいたらなかった場合、甲及び乙が本事業の準備に関して支出した

費用は各自の負担とし、相互に債権債務関係の生じないことを確認するもの

とする。 

 

（本協定の解除） 

第１７条 甲は、乙が本協定に違反し、その是正に応じなかった場合、本協定を

解除することができる。 

２ 甲は、乙について、銀行取引の停止処分、国税等滞納処分又は破産その他の

法的倒産手続きの開始の決定があったときは、本協定を解除することができ

る。 

３ 乙は、前２項の規定により甲が本協定を解除した場合は、次の各号に掲げる

時期の区分に応じ、当該各号に定める額を違約金として、甲の指定する期間内
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に甲に支払うものとする。この場合において、保証金をすでに預託していると

きは、当該保証金を当該違約金の一部又は全部に充当できるものとする。 

（１） 当該解除が、公共機能部分の引渡し前になされた場合 本借地料の６か

月分に相当する金額 

（２） 当該解除が、公共機能部分の引渡し後になされた場合 本借地料の２４

か月分に相当する金額 

４ 乙は、第１項又は第２項の規定による本協定の解除により甲に損害が発生

した場合は、前項の違約金とは別に、甲が被った損害を賠償するものとする。 

５ 乙は、甲が本協定に違反し、その是正に応じなかった場合、本協定を解除す

ることができる。乙は、これにより甲が乙に損害を与えたときは、乙が被った

損害の賠償を請求することができる。ただし、本協定締結以前に行った行為に

係る費用及び逸失利益は除くものとする。 

 

（本協定の中途解約） 

第１８条 本協定の期間中に、甲又は乙が、真にやむを得ない理由により本協定

を中途解約する場合は、６か月前までに相手方に対し書面で申し入れるもの

とする。 

２ 乙は、前項の規定により乙が本協定を中途解約する場合は、次の各号に掲げ

る時期の区分に応じて、当該各号に定める額の違約金を甲に対し支払うもの

とする。この場合において、保証金をすでに預託しているときは、当該保証金

を当該違約金の一部又は全部に充当できるものとする。 

（１） 当該解除が、公共機能部分の引渡し前になされた場合 本借地料の６か

月分に相当する金額 

（２） 当該解除が、公共機能部分の引渡し後になされた場合 本借地料の２４

か月分に相当する金額 

３ 乙は、乙の第１項の規定による中途解約により甲に損害が発生した場合は、

前項の違約金とは別に、甲が被った損害を賠償するものとする。 

４ 甲は、甲の第１項の規定による中途解約により乙に損害が発生した場合は、

乙が被った損害を賠償するものとする。 

 

（法令変更及び不可抗力に対する措置） 

第１９条 甲及び乙は、法令変更又は不可抗力により本協定及び各契約に基づ

く義務の全部又は一部の履行ができなくなったとき、若しくはその履行に当

たり過分の費用を要すると認められるときは、その内容の詳細を記載した書

面をもって直ちに相手方に通知しなければならない。 

２ 甲及び乙は、前項に定める通知を発した日以後、直ちに本事業の継続の可否

について協議するものとし、本事業の継続に関して増加費用の発生又は引渡
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日の遅延が予想される場合にあっては、乙が当該増加費用の額又は遅延期間

を最小限とするような対策を検討し、その対策の合理性について甲と協議し

なければならない。 

３ 甲及び乙は、法令変更又は不可抗力により引渡日の遅延が見込まれる場合

は、協議により、引渡日を変更できるものとする。 

４ 法令変更又は不可抗力により本協定の有効期間中に発生した追加費用及び

損害額は、次に定めるとおりとする。 

（１） 法令変更又は不可抗力による公共機能部分に関する調査業務、設計業務、

許認可に関する事項、建設工事、維持管理業務（修繕を含む。）の追加費用

及び損害額（以下「損害額等」という。）のうち、本賃借料の１００分の１

以下の額を乙が負担し、乙の負担額を超える損害額等を甲が負担する。 

（２） 前号の損害額には、公共機能部分の工事の遅延又は中断、各契約の解除

に伴う各種追加費用、本建物の損傷復旧費用、仮工事、仮設備、建設用機械

設備の損傷・復旧費用、排土費用、残存物撤去費用、除染費用、損害防止費

用等のうち、合理的と判断される費用を含む。 

（３） 数次にわたる法令変更又は不可抗力により、損害額等が累積した場合に

おける第二次以降の法令変更又は不可抗力による損害額等の負担について

は、同号及び前号中「損害額」とあるのは「損害額の累計」と、第１号中「損

害額等」とあるのは「損害額の累計等」とする。 

（４） 乙が不可抗力による損害額等の一部又は全部について保険等による補

填を受けた場合は、当該補填額のうち、第１号に基づき乙が負担すべき金額

を超過する額につき、甲が負担する金額から控除する。 

（５） 法令変更又は不可抗力による共用施設部分及び民間施設部分に関する

調査業務、設計業務、許認可に関する事項、建設工事、維持管理業務（修繕

を含む。）、運営業務の損害額等が発生した場合は、乙がこれを負担するもの

とする。 

５ 法令変更又は不可抗力により、本事業の実施の継続が著しく困難若しくは

不可能なとき又は本事業の実施に過大な費用を要すると認められる場合で、

甲及び乙との間の協議が整わないときは、甲は、本協定及び各契約の全部を解

除して終了させることができるものとする。 

 

（表明保証） 

第２０条 乙は、募集要項等に係る要件を本協定締結時において全て満たして

いることを表明し保証する。 

 

（連絡協議会の設置） 

第２１条 甲及び乙は、本協定締結後、本事業を円滑に実施するため、甲、乙及
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び各構成員等が参加する「連絡協議会」を設置し、定期的に当該協議会を開催

し、協議するものとする。 

 

（許認可の取得等） 

第２２条 乙が本協定に基づく義務を履行するために必要となる一切の許認可

は、乙が自らの責任及び費用負担により取得するものとする。また、乙が本協

定に基づく義務を履行するために必要となる一切の届出は、乙がその責任に

おいて作成し、提出するものとする。ただし、甲が許認可の取得又は届出をす

る必要がある場合には、甲が必要な措置を講ずるものとし、当該措置について

乙の協力を求めた場合には、乙はこれに応じるものとする。 

２ 乙は、前項ただし書きに定める場合を除き、本事業の履行に必要な許認可の

取得・維持に関する責任及び損害（許認可取得の遅延から生じる増加費用を含

む。以下同じ。）を負担するものとし、その遅延が甲の責に帰すべき事由によ

る場合には、甲がその責任及び損害を負担するものとする。なお、当該責任及

び損害の範囲及び金額については、甲及び乙の間で協議するものとする。 

３ 甲は、乙による許認可の取得について、乙が甲に対して書面により要請した

場合、法令の範囲内において必要に応じて協力するものとする。 

４ 乙は、本事業の実施に係る許認可等の取得に関する書類を作成し、提出した

ものについては、その写しを保存するものとし、随時甲に提出するものとする。 

５ 乙は、本事業の実施に係る許認可等の原本を保管し、甲の要請があった場合

には原本を提示し、又は原本証明付き写しを甲に提出するものとする。 

 

（公租公課） 

第２３条 本建物の所有に係る公租公課は、乙が負担するものとする。ただし、

習志野市税条例（昭和３３年条例第３号）第５４条第８項の規定により家屋以

外の資産とみなされたものについては、この限りでない。 

 

（近隣対策） 

第２４条 本建物の工事並びに民間施設部分及び共用施設部分の運営に係る近

隣住民等への周知、説明対応等については、乙が誠意をもってこれを行い、こ

れらに係る紛争等が生じた場合は、乙の責任と費用負担において対応するも

のとする。 

 

（施設建設に起因する周辺影響への対策） 

第２５条 本建物の建設に起因する騒音、振動、悪臭及び電波障害に関する対策

は、全て乙の責任と費用負担において行うものとする。 

２ 公共機能部分の運営に伴う騒音、振動、悪臭等については甲が、民間施設部
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分及び共用施設部分の維持管理・運営に伴う騒音、振動、悪臭等については乙

が、それぞれの責任と費用負担において対応するものとする。 

 

（避難拠点としての活用） 

第２６条 大規模な災害等が発生した場合、甲は、公共機能部分を避難施設とし

て使用できるものとする。この場合において、甲及び乙は、民間施設部分及び

共用施設部分について、支援協力に関する協定を別途締結するものとする。 

 

（保険の加入） 

第２７条 乙は、次の各号に掲げる期間の区分に応じ、当該各号に定める保険を

自らの責任及び費用負担において付保するものとする。 

（１） 本建物の建設期間 次に掲げる保険 

ア 建設工事保険 

イ 第三者賠償責任保険 

（２） 本建物の維持管理・運営期間 次に掲げる保険 

ア 火災保険 

イ 施設賠償責任保険 

２ 前項に規定する保健に係る契約を締結（更新を含む。以下この項において同

じ。）した場合及び同項に掲げる保険以外の保険に係る契約を締結した場合は、

速やかに当該契約に係る保険証券の写しを甲に提出するものとする。 

 

（秘密保持） 

第２８条 甲及び乙は、本事業において知り得た相手方の秘密及び本事業に関

して知り得た個人情報を、自己の役員及び従業員、自己の代理人・コンサルタ

ント、弁護士、公認会計士、税理士その他法令上の守秘義務を負う者、乙に対

して融資を行う金融機関若しくは各構成員等以外の第三者に漏らし、又は本

事業の遂行以外の目的に使用してはならない。なお、乙は、本事業を行うため

個人情報を取り扱う場合は、法令に従うほか、甲の定める諸規定を遵守するも

のとする。 

２ 甲又は乙が、本事業において知り得た相手方の秘密及び本事業に関して知

り得た個人情報を第三者に開示する場合には、相手方の同意を得た上で、その

者に前項の規定と同様の守秘義務を負わせるべく、甲又は乙は、必要な措置を

講じるものとする。 

３ 前２項の秘密保持義務の対象となる秘密には、本事業において知り得る前

に既に知っていたもの及び公知であったもの、本事業において知り得た後に

自らの責めに帰すべき事由によらず公知となったもの及び正当な権利を有す

る第三者から何らの秘密保持義務を課せられることなしに取得したもの並び
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に法令に基づいて開示されたものは含まない。 

４ 乙は、秘密保持に関して、各構成員等に乙と同等の責務を負わせ、前３項の

規定を遵守させるよう必要な措置を講じなければならない。 

 

（本協定の変更） 

第２９条 本協定の規定は、甲及び乙の書面による合意によらなければ変更す

ることはできない。 

 

（住所等の変更の届出） 

第３０条 乙は、名称、住所及び連絡先に変更があったときは速やかに、甲に届

け出るものとする。 

２ 乙に合併等があった場合、乙の地位を継承する者について前項の規定を準

用するものとする。 

 

（準拠法及び専属的合意管轄裁判所） 

第３１条 本協定は日本国の法令に従い解釈され、本協定に係る一切の紛争は、

千葉地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。 

 

（規定外事項） 

第３２条 本協定に定めのない事項又は本協定の規定の解釈について疑義があ

る事項については、必要に応じて甲と乙が協議して定めるものとする。 

 

本協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自

１通を保有する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

甲［所在地又は住所］ 習志野市鷺沼二丁目１番１号 

［商号又は名称］ 習志野市 

［代 表 者］ 習志野市長 宮本 泰介 

 

 

乙［所在地又は住所］  

［商号又は名称］  

［代 表 者］  
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別紙 

 

応募グループ構成表 

 

 法人名等 担当業務 

代表企業 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者  

 

構成員 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者  

 

構成員 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者  

 

構成員 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者  

 

構成員 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者  

 

協力会社 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者  

 

協力会社 

所 在 地  

商号又は名称  

代 表 者  

 

※応募グループを構成する全ての企業及び運営に係る協力会社について記載し

てください。 
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別記様式（第４条第２項） 

 

令和  年  月  日 

 

同 意 書 

 

構成員（当社） 

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職氏名  

 

当社は、習志野市が実施する習志野市旧庁舎跡地活用事業に係る募集要項等

の習志野市が定める事項を十分理解した上で、以下に示す代表企業が行う末尾

記載の行為に関して同意し、当社も必要な責任と負担を負うことを保証します。 

 

 

代表企業 

所 在 地  

商号又は名称  

代表者職氏名  

 

同意事項 

習志野市旧庁舎跡地活用事業に関する次の①から⑤の手続及び関連手続 

①事業遂行に係る習志野市への質問 

②事業遂行に係る習志野市への説明 

③基本協定書の締結 

④事業用定期借地権設定契約の締結 

⑤定期建物賃貸借契約の締結 

 

 

 


